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平成 29 年度調査結果によると主な特徴として以下の点が指摘されている１ ）。 
〇小・中・高等学校における暴力行為について、児童生徒 1,000 人当たりの発生件数は 4.8 件
（前年度 4.4 件）であること。 
〇小・中・高等学校・特別支援学校におけるいじめの認知件数について、児童生徒 1,000 人当
たりの認知件数は 30.9 件（前年度 23.8 件）であること。 
 さらに、選挙権年齢、成年年齢の引き下げに着目して「生徒指導の根幹」を考察すると 
いう本稿の主旨に鑑み、高等学校に焦点化すると、 
〇高等学校における不登校生徒の割合は 1.51％（前年度 1.46％）であること（[表１]参照）。 
[表１] 高等学校における不登校生徒数及び割合の推移 
                  （平成 29 年度「問題行動等調査」からの抜粋） 
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〇高等学校における中途退学者の割合は 1.3％（前年度 1.4％）であること（[表２]参照）。 
[表２] 高等学校における中途退学者数及び中途退学率の推移 










































 2015（平成 27）年６月 17 日に改正公職選挙法（公職選挙法等の一部を改正する法律）が成
立し、翌年６月 19 日から施行された。我が国においては 70 年振りの選挙権年齢の変更であ
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 [表４] 公職選挙法違反時の対応フローチャート （「ガイドライン」より抜粋） 
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21）年 10 月に法制審議会が「選挙権年齢が 18 歳に引き下げられるならば、民法の成年年齢
も引き下げられるのが妥当」との答申を出していたことから、市民生活に関する基本法であ
る民法の改正は、言わば既定路線であった。 
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[表６] 18 歳になったらできることと、これまでと変わらないこと 
                      （「政府広報オンライン」８ ）より引用） 
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A study of the basis of student guidance: 





In recent years, with child abuse, poverty, and the development of computerization, the problems 
that facing place of education tend to be more and more complicated.  However, because of 
disproportion in age structure of teachers, student guidance does not function very well, and tend 
to be formalized. On the other hand, with the revision of the law, the minimum voting age and 
adult age was lowered, so some are concerned the impact. 
However, there is much in common between responding to legal changes and student guidance.  
Therefore, in this paper, I focus on lowering the minimum voting age and adult age, and clarify 
important viewpoints when dealing with these. And then, I reconfirm the core part of student 
guidance and further consider the proper form of student guidance.
